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日本国製品の海外への普及、及び当該展開を通じた環境問題の解決や安全性の向上を目指し、産

業用ヒートポンプ及び冷蔵冷凍装置の市場調査、ルール形成戦略の検討を実施

0. 本事業の進め方

上記背景を踏まえ、本事業では以下を対象として調査を行った

対象国

• 欧州 (オーストリア、フランス、ノルウェー)

• インド、東南アジア (タイ、 ベトナム、 インドネシア、 マレーシア)

対象装置

• 産業用ヒートポンプ：温水発生ヒートポンプ （水熱源）、熱風発生ヒートポンプ、蒸気発生ヒートポンプ

• 産業用冷蔵冷凍装置：産業用冷蔵冷凍装置であって、アンモニア冷媒、アンモニア・CO2のハイブリット冷媒、アンモニア・フロンのハイブリット冷媒

本事業の背景

本事業の実施事項

世界的な脱炭素化の動きが加速する中、各国においてヒートポンプをはじめとする省エネルギー性能の高い装置の導入ニーズが世界的に高まっている。

また、東南アジアをはじめとする新興国においては、安全かつ適切な冷蔵冷凍管理がなされた食品の物流網（コールドチェーン）へのニーズが高まってい

る。一方で、それに見合った日本国製品の各国市場への導入は思うように進んでいない

今後我が国の優れた製品の海外への適切な導入と市場構築を図るべく、欧州や東南アジア等における市場・競合製品・基準等を理解する必要が

ある。そのうえで、我が国制度等の適用可能性など、ルール形成戦略を採ることで、優れた日本国製品の海外への普及、及び当該展開を通じた国際

的な環境問題の解決や安全対策への対応を検討したいと考えている

▪ 本事業での「産業用」とは、企業による使用全般を指し、工場等での生産加工（以下「工業セクター」という）に限らず、ホテル等での「業務

用」を想定された利用（以下「サービスセクター」という）も含む

▪ 本事業では、ヒートポンプの熱源及び出力時の状態（液体、気体）による市場動向や規格の調査観点に大きな相違はないとして、これらの

区分を明示していない。また、調査の中では自然冷媒に焦点を当てているが、有望国選定及びルール形成戦略シナリオの検討においては、フ

ロン冷媒の冷蔵冷凍装置も含めて検討を行った
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本章では、ヒートポンプ、冷蔵冷凍装置の技術開発状況を踏まえた上で、日系メーカーの製品、欧米系

メーカーの製品について相違点を明らかにした

1. 性能調査

対象 項目 目的 実施内容

ヒートポンプ 技術レベル

の調査
• 現状のヒートポンプの技術動向について明らか

にし、それと比較することで製品性能の技術レ

ベルを把握可能な基準とする

• ヒートポンプにおける現状の主な技術テーマである、

出力温度、入力温度と出力温度の差（温度シ

フト）について調査した

日系製品・

欧米製品の

比較

• 製品の主要な性能指標を比較することで日系

製品の優位となり得る点を明らかにする

• ヒートポンプにおける主要な性能評価指標である、

COP、温度、加熱能力を調査した

• 特に先進的である高温帯ヒートポンプに着目し、

技術優位性の有無について調査した

冷蔵冷凍

装置

技術レベル

の調査

• 現状の冷蔵冷凍装置に使用される冷媒の内、

環境に配慮した冷媒であるアンモニア、二酸

化炭素を対象とし、これらの冷媒について現

状の実用化レベル及び実用上の課題につい

て明らかにし、それと比較することで製品性能

の技術レベルを把握可能な基準とする

• 冷蔵冷凍装置の主要な製品群に対し、現状の

主に使われている冷媒と自然冷媒の実用レベル

を調査した

• アンモニア冷媒、二酸化炭素冷媒の長所・短所

を調べ、それぞれの実用上の課題を調査した

日系製品・

欧米製品の

比較

• 製品の主要な性能指標を比較することで日

系製品の優位となり得る点を明らかにする

• 冷蔵冷凍装置は汎用化も進み、大きな技術レ

ベルの差が出にくい製品であるが、その中でも特

長となり得る、超低温帯冷蔵冷凍装置、低充

填アンモニア冷蔵冷凍装置に着目した

• 日系企業及び欧米系企業の提供する超低温

帯冷蔵冷凍装置、低充填アンモニア冷蔵冷凍

装置を比較し、技術優位性の有無を調査した



6Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

サマリ：

ヒートポンプにおいては、出力能力の小さい小型の製品を中心に展開していることが特徴。欧米同様に

100℃以上を出力する製品もある

冷蔵冷凍装置においては、冷媒の使用量を少なくし、比較的安全性の高い低充填アンモニア冷蔵冷凍

装置が優位となり得る

1. 性能調査

ヒートポンプ

• 100℃以上の高温帯ヒートポンプは、温度リフトが大きくなるためにエネルギー効率が低くなる。極力高いエネルギー効率を実現

するためには、出力温度に近い熱源が必要であり、実用化のハードルが高く、試験導入の段階である

• 150℃以上の高温帯ヒートポンプは試験段階である

• 日系メーカーは比較的早く100℃以上の高温帯ヒートポンプを実現したが、欧米においても研究が進んでおり、複数社が高温

帯ヒートポンプを開発済み

• 日系メーカーの製品は出力の比較的小さいものが多く、欧米系メーカーの製品は大型のものが多いという特徴がある

• 日系製品と欧米系製品は同等程度のエネルギー効率である

冷蔵冷凍装置

• 製品の汎用化が進んでおり、日系製品と欧米系製品は同等程度のエネルギー効率であり、出力温度（低温帯）も同等で

ある

• 日系メーカーも欧米系メーカーも複数の自然冷媒の冷蔵冷凍装置を販売しており、双方ともに自然冷媒の使用を進めている

• 安全性の観点から着目されるアンモニア冷媒の量を少なくした低充填アンモニア冷蔵冷凍装置を製品化したメーカーは多くな

い。その中でも、日系メーカーは既に実用化しており、技術的優位となり得る
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ヒートポンプは100℃未満の低温プロセスに導入されている。廃熱を利用する場合、150℃までの出力も

可能である。150℃から200℃の生成はまだ初期試作段階である

1. 性能調査 ヒートポンプ

出所）IEA、Global Efficiency Intelligence、よりNRI作成

実用化

商業化の

前段階

検証中

設定温度 技術レベル 利用用途例

低
温

<80℃

商業化され、安定して稼働

ラインアップが充実してきている

製紙（脱色）

食品（濃縮）

化学（バイオ反応）

80℃～100℃

商業化され、競争力はあるが、大規模導入は未達成 製紙（漂白）

食品（低温殺菌）

化学（沸騰）

高
温

100℃～140℃

日本・欧州で複数製品化されているが、温度シフトが大き

いほどエネルギー効率が低くなるため、限定された環境下で、

いくつか商業化した例があるのみである

製紙（乾燥）

食品（蒸発）

化学（濃縮）

140℃～150℃

商業段階前の実証研究が進む

乾燥工程を対象としたプロジェクトが進行する

製紙（パルプ沸騰）

食品（乾燥）

化学（蒸留）

150℃～200℃

小規模自己蒸気機械圧縮システムおよび熱変換器に対す

る世界初の商業適用例あり

大型プロトタイプは商業化に向けた初期段階

※ 日本では2011年に165℃のヒートポンプが発売された

が、その後あまり導入が進んでいない

化学（乾燥）

化学（ゴム生成）

>200℃

初期プロトタイプ 化学（プラスチック分解）

製鉄
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ノルウェー、オーストリアの工場・地域暖房向け高温ヒートポンプは加熱能力の大きな製品まで広くライン

アップを揃える。高い熱源を使うことで高温出力が可能と記述する機種もある

1. 性能調査 ヒートポンプ

メーカー
Johnson Control

（旧Hybrid Energy）

Heaten

(旧Viking Heat Engines)
Enerin Ochsner

外観

所在国 ノルウェー ノルウェー ノルウェー オーストリア

製品 HyePAC HeatBooster HoegTemp IWWDS ER3b

供給温度 30～110℃ ～200℃（温度リフト100℃） 100℃～250℃ ～130℃

COP*1 5～8 N/A 2.0(熱源65℃、47℃リフト) 2.68（熱源50℃）

加熱能力 500kW～2MW ～1.5MW 300kW～1,000kW ～2.5MW

冷媒 R717+R718 R1336mzz(z) R704(ヘリウム) R245fa

圧縮機 レシプロ、スクリュー レシプロ N/A N/A

熱源 N/A 水熱源 N/A 地中熱源、空気熱源

注） 90℃以上の高温ヒートポンプ及び対象国における主要なメーカー製品を抽出した

*1: 測定条件が異なるため単純比較ができない

出所）各社ウェブサイトよりNRI作成
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フランスで販売する主要メーカーも大型までのラインアップを揃える。90℃程度の高温でも比較的高い

COPを実現する

1. 性能調査 ヒートポンプ

メーカー
Johnson Controls

（Sabroe）

Johnson Controls

（Sabroe）
Enertime Clauger SA

外観

所在国 デンマーク*1 デンマーク*1 フランス フランス

製品
Sabroe HeatPAC HicaHP OIL-LUBRIFICATED 

MOTOCOMPRESSOR

N/A

供給温度 ～90℃ ～95℃ ～140℃ ～95℃

COP*2
4.4（温度リフト50℃） 3.5（温度リフト65℃） 3.5（熱源30℃、温度リフト

60℃）

N/A

加熱能力 0.3MW～2.7MW 2MW～25MW 5MW～15MW N/A

冷媒 R717 R717（一段式/二段式） R1233zd(E) R717/R744

圧縮機 レシプロ スクリュー 単段または二段遠心圧縮機 N/A

熱源 N/A N/A 水熱源、蒸気熱源 水熱源

注） 90℃以上の高温ヒートポンプ及び対象国における主要なメーカー製品を抽出した

  *1: Sabroe、York、Johnson Controlsは同じグループとして製品を融通。Sabroeはデンマーク、Johnson Controlsは米国に本社がある、*2 : 測定条件が異なるため単純比較ができない

出所）各社ウェブサイトよりNRI作成
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欧米でも比較的小型のヒートポンプを揃えているメーカーが存在する

1. 性能調査 ヒートポンプ

メーカー Carrier ECOP

外観

所在国 アメリカ オーストリア

製品
AquaForce®61CWD ROTATION HEAT PUMP 

K7.2.4

供給温度 ～120℃ ～150℃（温度リフト50℃）

COP N/A N/A

加熱能力 110～540kW 500～700kW

冷媒 R1233zd HE, Kr, Ar

圧縮機 スクリュー N/A

熱源 水熱源 N/A

注） 90℃以上の高温ヒートポンプ及び対象国における主要なメーカー製品を抽出した

出所）各社ウェブサイトよりNRI作成
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日本は2010年代と早い段階で高温ヒートポンプを導入するなど技術的に優位な時期はあった*1が、現状

では、エネルギー効率や供給温度において欧米製品との大きな優位性は見られない

1. 性能調査 ヒートポンプ

メーカー 前川製作所
KOBELCO

（神戸製鉄所）
富士電機 三菱重工サーマルシステムズ

外観

所在国 日本 日本 日本 日本

製品 MUE HAW 2HTCR SGH165 蒸気発生ヒートポンプ 熱Pu-ton

供給温度 60～120℃ 133～175℃ 105～120℃ 60℃～90℃

COP*2
5.5（外気熱源60℃） 2.5（熱源70℃） 3.5 3.5（熱源20℃、温度リフト

60℃）

加熱能力 89～120kW 624kW 30kW 30kW

冷媒 R744 HFC134a / HFC245fa HFC245fa R134a

圧縮機

インバーター インバータ駆動単段ツインスクリュ式

※蒸気圧縮機を追加することによ

る高温実現

N/A N/A

熱源 空気熱源、廃熱利用 廃温水、廃蒸気利用 廃熱利用 空気熱源

注）90℃以上の高温ヒートポンプ及び対象国における主要なメーカー製品を抽出した

*1: 専門家インタビュー、*2: 測定条件が異なるため単純比較ができない

出所）各社ウェブサイトよりNRI作成
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冷蔵冷凍ショーケース、冷蔵冷凍倉庫など小型装置を中心にアンモニア、CO2の利用が実用化

1. 性能調査 冷蔵冷凍装置

製品群 従来冷媒 代替冷媒候補例 GWP 安全性 フェーズ

店舗・オフィス用エアコン R410

R407C

R32

R1123/R32

R1123/R32/R1234yf

150～400 A2L 性能、安定性評価

R466 733 A1 性能、安定性評価

ビル用マルチエアコン R410A

R407C

R32 675 A2L 一部実用化

R466A 733 A1 性能、安定性評価

チリングユニット R123

R410A

R404A

R499A 1397 A1 性能評価

R450A 604 A1 性能評価

R465A 143 A2 性能評価

R516A 142 A2L 性能評価

R407H 1378 A1 一部実用化

ターボ冷凍機 R123

R245fa

R134a

R1233zd（E） ≒1 A1 一部実用化

R1224yd（Z） ≒1 A1 一部実用化

R1234ze（E） ≒1 A2L 一部実用化

R514A 2 B1 一部実用化

冷蔵冷凍ショーケース

コンデンシングユニット

R410A

R404A

R463A 1494 A1 一部実用化

R290 3 A3 リスクアセスメント

R448A 1387 A1 一部実用化

R499A 1282 A1 一部実用化

R455A 146 A2L 性能評価

R468A 150 A2L 性能評価

R744 1 A1 実用化

冷凍冷蔵倉庫 R22 R717 ≒1 B2L 実用化

R717/R744 ≒1 B2L/A1 実用化

空気 ≒1 A1 実用化

業務用極低温冷凍機 R23 空気 ≒1 A1 実用化

自動販売機 R410A

R404A

R744 1 A1 一部実用化

R600a 3 A3 一部実用化

燃焼クラス (ISO817)

等級 燃焼性

クラス1 不燃性

クラス2L 微燃性

クラス2 可燃性

クラス3 強燃性

毒性クラス (ISO817)

等級 毒性

クラスA 低い毒性

クラスB 高い毒性

出所）公益社団法人日本冷凍空調学会「次世代冷媒の規制・規格の調査」を基にNRI作成
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CO2自体は安全性が高いが、導入費用やシステム全体の高温・高圧化による周辺への影響に注意が

必要。アンモニアは安価、超低温の実現という利点の反面、安全面での懸念が大きく、安全な利用に向

け、製造、保守の観点での対応が必要である

1. 性能調査 冷蔵冷凍装置

自然冷媒の特徴

自然冷媒 長所 短所

CO₂ • 無臭・無毒
• 安全性が高い
• 単位体積当たりの運ぶ熱量が

高く、圧縮機や配管径を小さく

できる
• 圧縮比が低い状態では高い

COPが実現できる
• 圧力損失が小さい

• 超臨界状態まで圧縮する必

要があり、機器に高い耐圧性

が必要なため、製造コストが

高くなりがち（小型・冷蔵用

途では実用化されている）
• -50℃以下の超低温の冷却

は不可能
• 大きな騒音、装置の高温化

アンモニア • 体積冷却能力が高く、フロンと

比べて13～15%の少量で良い
• フロン系冷媒と比較して冷凍・

冷蔵・空調用の温度でのCOP

が良い
• 導入コスト、運営コストが低い
• 超低温（-60℃）の冷凍装

置を実現できる（マグロや牛肉

の変質を防ぐことが可能）
• 他冷媒よりも比較的柔軟に出

力温度を複数設定することが

できる（一定の制限あり）

• 強い毒性があり、漏れないた

めの対策が必要
• 可燃性
• 爆発性の可能性のある雰囲

気をつくることがある
• 鉄、銅、亜鉛、スズ、それらの

合金に対する腐食作用があ

り、定期的なメンテナンスが必

要
• 刺激臭

出所）環境省「自然冷媒冷凍空調機器」、日本熱源システム株式会社、Drägerwerk AG & Co ウェブサイト、インタビューよりNRI作成

自然冷媒導入の課題

自然冷媒 導入課題

CO₂ • 大型の冷蔵冷凍装置や大きな

温度差を実現する場合、初期

投資が膨らむ
• システム全体が高温・高圧とな

り周辺への影響が無視できない

アンモニア • 漏れた場合の人体への影響が

無視できず、人の多い場所や

食品には適用しづらい
• 腐食性があるため、フロンの冷

蔵冷凍装置よりも頻繁にメンテ

ナンスを必要とする。そのため、

販売の際は現地にサービス体制

を構築することが必須
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自然冷媒冷凍装置において、日系・欧米系メーカー間で出力温度やエネルギー効率面での大きな優位

性の違いは見受けられない

1. 性能調査 冷蔵冷凍装置

メーカー 前川製作所 KOBELCO
Johnson Controls

 (York/Sabroe)
GEA

外観

所在国 日本 日本 フランス ドイツ

製品
高効率自然冷媒冷凍機

NewTon

iZN/iZSN Sabroe CAFP CO2 /NH3 

low-temperature chiller

GEA Grasso SP2 

供給温度 -40℃～ -50℃～ -50℃～ -40℃～

COP
2.2（-32℃）、1.67（-

35℃）

1.87（-35℃） 1.8～1.9（-35℃） N/A

加熱能力 43kW~144kW 100kW~125kW 59kW~729kW 118kW~2,125kW(R717)

冷媒 R717、R744 R717 R717 R717又はR290

圧縮機 単機/二段スクリュー圧縮機 インバーター二段圧縮 スクリュー 二段スクリュー圧縮機

注）世界で産業用として主流な冷蔵冷凍装置の内、低温かつ自然冷媒を使用した機器を抽出した

*: Sabroe、York、Johnson Controlsは同じグループとして製品を融通。Sabroeはデンマーク、Johnson Controlsは米国に本社がある

出所）各社ウェブサイトよりNRI作成
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安全性を高めた低充填アンモニア冷蔵冷凍装置においては、日系メーカーが販売で先行。他にも複数の

メーカーが販売するが、まだ製造するメーカーは多くないために優位性があると言える

1. 性能調査 冷蔵冷凍装置

メーカー 前川製作所 Evapco GEA（販社：日本熱源システム） Azanefreezer

外観

所在国 日本 米国 ドイツ イギリス

製品 FUGU 1280R, 960R, 640R N/A BLUGenium Azanefreezer 2.0

供給温度 -5℃～7℃ -15℃～10℃ -15℃～18℃ -40℃～-18℃

COP 3.81（-5℃） 2.49（-15℃ ） 3.0（-15℃、温度リフト5℃） 1～1.6（-22℃の時最高1.5）

EER 5.05（-5℃） N/A N/A N/A

冷却能力
398kW~1,364kW 460kW～880kW

(130TR～250TR)

323kW～1,336kW 111kW～650kW

冷媒
R717 / 55kg～80kg R717 / 0.13kg/kW

(1lb/TR)

R717 / 30kg～50kg R717 / 0.52kg/kW

圧縮機 N/A N/A スクリュー N/A

備考

2008年、世界初のNH3/CO2

ハイブリット式の低充填アンモニ

ア冷凍システムを初めて設置

N/A N/A STAR refrigerationの子会社

注）低充填アンモニア冷蔵冷凍装置の内、代表的な機器を抽出した

出所）各社ウェブサイトよりNRI作成
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対象国の対象装置の導入状況及び導入に影響を与え得る要因について調査し、市場の状況を把握。

また、調査対象各国における対象製品群について、市場・関連政策を調査した

2-1. 各国調査（ヒートポンプ）

ノルウェー オーストリア フランス インド マレーシア タイ ベトナム インドネシア

現状の導

入状況

• サービスセクター

で冷房用、給湯

用に使用される

• 工業セクターでも

多くはないが使

用される

• ヒートポンプによ

る地域暖房も稼

働

• 暖房用ヒートポン

プが大半でサービ

スセクターでの導

入が進む

• 工業セクターでは

依然としてボイ

ラーの使用が多い

• ヒートポンプによる

地域暖房も存在

• 家庭用に比べ限

定的だが、暖房

用ヒートポンプの

導入が進む

• 工業セクターでの

使用事例は複数

あるが多くない

• ヒートポンプによる

地域暖房も存在

• サービスセクター、

工業セクターで

給湯用を中心に

複数事例がある

• 導入は限定的

• ホテルや工場

での給湯用

ヒートポンプが

複数導入され

ている

• 地域冷房は天

然ガスを使用

したものが主

流

• 給湯用ヒートポ

ンプを中心に

複数事例があ

る

• 工業セクターで

も給湯用ヒート

ポンプが導入さ

れている

• ヒートポンプの

導入事例は限

られる

• ヒートポンプの

導入事例は限

られる

• 地域冷房は初

期の検討段階

今後の導

入可能

性

• 電化が進んでお

り、かつ水力発

電が主流で電

気を使用するこ

とが脱炭素に繋

がるため、ヒート

ポンプを最も導

入しやすい国の

１つ

• 脱石油依存のた

め、ヒートポンプに

移行する可能性

がある

• 化石燃料による

地域暖房のバイ

オマスやヒートポン

プへの移行が進

められる

• 食品企業など

BtoC企業ではイ

メージアップも意

図して導入に意

欲的

• コジェネレーション

に積極的でヒート

ポンプ導入の可

能性がある

• 化石燃料が豊

富で、補助金も

投入されるため、

ヒートポンプ移行

の動きは大きく

はない

• 産業規模が大

きく、長期的な

市場規模は大

きい

• 経済発展が進

み、今後もホ

テルなどでの導

入の可能性が

ある

• 地域冷房の

ヒートポンプへ

の置き換えの

動きはない

• 経済発展に伴

い、比較的安

価な給湯用

ヒートポンプも

導入しやすく

なっており、今

後も給湯を用

中心に導入が

進む可能性が

高い

• エネルギーの安

定確保に課題

があり、ベトナ

ムに進出する

外資系など、

省エネを意識

した導入の可

能性がある

• エネルギー資源

が豊富で移行

は急務ではな

い上、経済発

展途上である

ことからヒートポ

ンプの使用拡

大はまだ先と

思われる

• 欧州（ノルウェー・オーストリア・フランス）ではヒートポンプを再生可能エネルギーと捉え、政策で推し進めていることから、家庭

用を中心にヒートポンプ導入が進み、認知度が高い。100℃以上の高温帯でも、実証実験として導入した事例がある

• 地域暖房が比較的進んでいる欧州（ノルウェー・オーストリア・フランス）では、ヒートポンプによる地域暖房も稼働する。湯舟に

入らず主にシャワーを利用するため、日本の給湯機のような需要はない

• アジア（インド・タイ・ベトナム・マレーシア・インドネシア）では、ヒートポンプの認知度が高くなく、ほとんど導入が進んでいない

• 比較的ヒートポンプの導入が進んでいるのはタイ及びマレーシアで、タイではホテル、病院、商業施設、工場など、マレーシアでは

ホテルなどで複数の導入事例がある

￭ 各国のヒートポンプ導入状況及び今後の導入可能性
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対象国の対象装置の導入状況及び導入に影響を与え得る要因について調査し、市場の状況を把握。

また、調査対象各国における対象製品群について、市場・関連政策を調査した

2-1. 各国調査（冷蔵冷凍装置）

ノルウェー オーストリア フランス インド マレーシア タイ ベトナム インドネシア

現状の導

入状況

• フロン系冷媒がまだ主流であるものの、スーパーマーケットを中

心に自然冷媒の導入が進んでいる

• 2021年時点でCO2冷媒の冷蔵冷凍装置は欧州全体で4

万台が導入されている

• 低充填アンモニア冷蔵冷凍装置の導入も欧州全体で

2,450台と進んでいる

• 元々アンモニア

冷媒を使用した

冷蔵冷凍装置

がフロン系冷媒

と並んで主流

• 一部に限りCO2

冷媒も使用され

る

• 大規模企業で

環境に配慮した

低充填アンモニ

ア冷蔵冷凍装

置やCO2冷媒を

導入した事例が

あり、事例は限

られるものの、導

入は進んでいる

• 元々アンモニア冷媒を使用した冷蔵冷凍装置がフロン

系冷媒と並んで主流

• 一部では自然冷媒の導入もされるが限定的

今後の導

入可能

性

• EUとしての規制

に加え、フロン冷

媒に対する課税

やフロン回収の

仕組みがある

• 自然冷媒製品

を優遇しており、

今後も自然冷

媒を使用した冷

蔵冷凍装置は

増加の見込み

• EUとしての規制

に加え、自然冷

媒を使用する業

務用冷凍機の

購入補助を国

の政策として取

り上げている。今

後も自然冷媒を

使用した冷蔵冷

凍装置は増加

の見込み

• EUとしての規制

に加え、フロン系

冷媒への課税、

自然冷媒に対

する優遇税を取

り、自然冷媒の

利用を促進する。

今後も自然冷

媒を使用した冷

蔵冷凍装置は

増加の見込み

• アンモニア冷媒

の冷蔵冷凍装

置は低価格であ

ることから今後も

伸びる見込みで

ある

• 政府はフロン規

制を行うが、まず

は冷却設備の

十分な供給が

優先されている

• 他国同様、一

定のフロンを制

限する姿勢を見

せているが、自

然冷媒の促進

策はなく、直近

で自然冷媒の

導入が大きく進

む可能性は小さ

い

• アンモニア冷媒

の冷蔵冷凍装

置は低価格であ

ることから今後も

伸びる見込みで

ある

• 自然冷媒の規

制もあり、大きく

自然冷媒導入

が進む可能性は

小さい

• アンモニア冷

媒の冷蔵冷

凍装置は低

価格であるこ

とから今後も

伸びる見込み

である

• 直近で自然

冷媒の導入が

大きく進む可

能性は小さい

• アンモニア冷

媒の冷蔵冷

凍装置は低

価格であるこ

とから今後も

伸びる見込み

である

• 直近で自然

冷媒の導入が

大きく進む可

能性は小さい

• 欧州（ノルウェー・オーストリア・フランス）では、アンモニア、二酸化炭素及びプロパンなどの自然冷媒の採用が進んでいる。各

国の政府も複数の規制やインセンティブを取り入れ、フロン系冷媒の低減と自然冷媒を利用した冷蔵冷凍装置の導入に積

極的である

• アジア（インド・タイ・ベトナム・マレーシア・インドネシア）では、まだ自然冷媒の意識は低く、フロン系冷媒から自然冷媒に移行

する動きは限定的である。しかし、アジアでは、アンモニア冷媒からフロン系冷媒に移行する動きがあまり大きくなかったため、ア

ンモニア冷媒の冷蔵冷凍装置はフロン系冷媒のものと並んで一般的に使用されている

￭ 各国の自然冷媒導入状況及び今後の導入可能性
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現況調査等の結果を踏まえ、ルール形成戦略・シナリオ検討を行う有望国を2ステップで選定した

3. 有望国の選定

◼ ステップ 1： 産業用ヒートポンプや冷蔵冷凍装置に関連する社会課題、基本的な経済指標、日系企業の価値提供可能性等を

軸に評価を行い、タイ・ベトナム・インドネシアの3カ国を選定した

◼ ステップ 2： 上記選定の3カ国のヒートポンプや冷蔵冷凍装置の普及状況やニーズを考慮し、タイ・ベトナムを有望国として選定した

ステップ1: 初期スクリーニング

①社会課題

(製品関連・規格関連)

②市場

市場の規模

市場の成熟度

×

+

①社会課題の解決に繋がること、また

日系企業に価値貢献の可能性があり、

②一定規模の市場があること

ステップ2: 有望国の選定

初期スクリーニング後の候補国において、

産業用ヒートポンプ・冷蔵冷凍装置そ

れぞれについて、普及状況やニーズ、政

策動向等が相対的に優位であること 

(定量・定性的観点に基づく)

観点 ヒートポンプ 冷蔵冷凍装置

社会課

題

• 環境対応 (CO2

排出量等の低減)
• 省エネ化 (エネル

ギー使用量低減)

• コールドチェーンの

確立
• 環境対応 (フロン

排出量等の低減)
• 省エネ化(エネル

ギー使用量低減)

• 規格導入や見直しの必要性

市場規

模

• 経済規模 (GDP)
• 人口

市場成

熟度

• HPや冷蔵冷凍装置の普及状況・

フェーズ (一人当たりGNI)

普及状

況・ニー

ズ

• 導入事例等
• 導入意向
• 省エネ関連政

策・規制

• 輸出向けの冷

凍・冷凍食品

市場規模
• 国内コールド

チェーン需要
• フロン規制・

自然冷媒促進

評価軸

①’日系企業の価値提供

+

3カ国に絞り込み 2カ国に絞り込み

①普及状況・ユーザニーズ

②関連政策動向

+
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①社会課題）ヒートポンプや冷蔵冷凍装置に係る社会課題はあるが、課題内容は国により異なる。

欧州の主なニーズは環境対応、アジア対象国はコールドチェーンそのものの整備や省エネ (経済的メリット)

3. 有望国の選定 – Step 1

◼ 本事業の趣旨である「社会課題の解決」や「日本企業による価値提供の可能性・日本企業のプレゼンス拡大」の観点では、地域の

競合メーカーが多い欧州の優先度は劣後するため、有望国から除外した

観点 評価クライテリア NW AU FR MY TH VN ID IN

製品関

連

ヒートポ

ンプ

①環境対応

②省エネ意向

〇 (①・②)
• 規制に対応した環境対応やネットゼロ等を見

据えた省エネの必要性を認識

△ (②)
• 省エネ意向はあるが、主な関心は需要に応じた

エネルギーを確保することであり、環境負荷軽減

等を目的とした省エネ投資意向は依然限定的

△ (②)
• 世界的な流れに則り省エネ策

に取り組むが、豊富な化石燃

料を持つことから投資意向は

依然限定的

冷蔵冷

凍装置

①コールドチェー

ンの確立

②環境対応 (フ

ロン低減)

③省エネ意向

〇 (②・③)
• コールドチェーンは整備されているが、環境負荷

軽減のため、自然冷媒を活用したコールド

チェーン整備等への取り組みを進める規制に対

応した環境対応あり
• またネットゼロ等を見据えた省エネの必要性の

認識がある

〇 (①・②)
• 国により整備状況に違いはあるものの (一定整備のあるマレーシア・タイに対し、これ

から本格整備が必要なインド・ベトナム・インドネシア)、いずれの国にとってもコールド

チェーン整備は重要な課題
• モントリオール議定書を批准、キガリ改正を承認（タイにおいては予定）し、世界銀

行や国際連合の支援を受けフロン低減を目指すが、取組は限定的
• コールドチェーンに係る省エネ意向もあるが、上記同様に限定的

規格関連 ①規格の必要

性

△
• ISO等の国際規格を参照し作られたEN規格

があり、欧州内の多くの国が適用
• 新たな技術・製品に対応した規格が今後必

要になる可能性はあるが、自国・地域で規格

を整備する仕組み・体制が確立されている

△
• 規格としては、ISO等の国際規格の導入や国際規格をもとに、自国独自の規格を

有するケースがあるが、産業用に使われている大部分の規格は任意である
• また、特に普及が限定的なヒートポンプについては、整備状況も部分的ではあるが、

規格整備の必要性・整備意識は、そこまで高くない

上記を踏まえた、日本企業による価

値提供の可能性

✕
• 新技術の開発等で日本企業が貢献できる領

域はあるものの、機器整備状況はアジア諸国

よりも進んでおり、地域の競合メーカーが多いた

め基本的なニーズへの対応は地域企業で完

結でき、日本企業の必要性は限定的

〇
• 現状のヒートポンプの整備は限定的であり、冷蔵冷凍装置の整備も多くの国ではこ

れから本格普及
• 既に多くの日本企業が進出しており、製品の普及やメンテナンス人材の育成等に貢

献。一部、地場のヒートポンプ・冷蔵冷凍装置メーカーも登場しているものの、省エネ

性能や安全品質において課題を抱えており、各国の社会課題解決にあたって日本

企業の必要性が高く、プレゼンス拡大余地がある

【凡例】 〇：課題・ニーズあり △：一部課題・ニーズあり ✕：課題なし (関心低)
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②市場機会）各国を取り巻く事業環境には違いがある。

日系企業にとって、有望な市場を選定する観点から市場規模や成熟度に着目した

3. 有望国の選定 – Step 1

◼ 名目GDPでは、いずれの国も4000億USDを超える規模があるが、マレーシアは人口が少なく、事業機会が限られる点から、優先度

は劣後すると判断し、有望国から除外した

◼ また、成熟度（一人当たり実質GNI）の観点では、当該取組においては短中期の結果も期待されるところだが、アジアの中でもイン

ドは他国を下回り、短中期での事業機会は限られることが想定されるため、優先度は低いと判断し、有望国から除外した

観点 評価基準 NW AU FR IN MY TH VN ID

市場規模 名目GDP 

※大きな違いがな

いため✕を設定し

ない

△

5,794

億USD

△

4,709

億USD

〇

27,790

億USD

〇

34,166

億USD

△

4,070

億USD

△

4,954

億USD

△

4,088

億USD

〇

13,191

億USD

人口 

※5千万人未満

を✕

✕

545万人

✕

904万人

△

6,797万人

〇

14.1億人

✕

3,393 万人

△

7,169万人

〇

9,818万人

〇

2.7億人

成熟度 一人当たり実質

GNI 

※1万USD未満を

✕

〇

118,470

USD

〇

67,830

USD

〇

56,370

USD

✕

8,230

USD

△

32,410

USD

△

20,070

USD

△

12,810

USD

△

14,250 

USD

注）2022年度

出所）世界銀行、国連統計ベース

【凡例】 〇：上位3カ国 △：4位～ (✕除く) ✕：条件記載 ■前頁にて有望国から除外



134Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

タイ・ベトナム・インドネシアの3カ国について、産業用ヒートポンプ・冷蔵冷凍装置それぞれの普及状況や

ニーズ、政策動向等を確認。特に有望と考えられる、タイ・ベトナムを有望国として選定した

3. 有望国の選定 – Step 2

産業用ヒートポンプ 産業用冷蔵冷凍装置

タイ ベトナム インドネシア

普及

状況

給湯を中心に導入事例

あり。産業用も一部導

入あり。大学等で研究

が行われており一定の関

心が確認される

数は少ないものの、JCM

を活用した三菱電機によ

る導入事例やGEA社に

よる産業用導入実績等

が確認される

数は限られるものの、大

型プールでの導入等、一

部導入実績が確認され

る

政策

動向

HPそのものに焦点を当て

た政策はないが、省エネ

ルギー促進法等の規制

や税制優遇措置等あり

HPそのものに焦点を当て

た政策はないが、工場で

の省エネ推進・非効率ボ

イラー撤去等の規制や優

遇税制等あり

方針は打ち出されている

ものの、規制や優遇措

置は他2カ国と比べ限定

的である

ユーザ

意欲

資源国ではあるが、資源枯渇懸念等があり、省エ

ネ意向の高まりがある。一方で、コスト・投資回収

意識も高く、投資額が大きく回収に一定期間かか

る機器への投資に躊躇がある

資源が豊富にあるため、

省エネ等への意向はある

が、ユーザー意欲は他2カ

国と比べ低い傾向限定

的

いずれの国も普及は限定的であるものの、タイ及びベトナ

ムでは普及のポテンシャルが確認できるため、タイ・ベトナム

を有望国として選定した

コールドチェーン普及はいずれの国でも重要課題であるが、同時に フロ

ン系抑制の意向がある。3カ国の内、輸出及び内需向けの双方で比

較的コールドチェーンの規模の大きいタイ・ベトナムは普及意欲がより

高いと想定されるため、タイ・ベトナムを有望国として選定した

タイ ベトナム インドネシア

普及

状況・

ニーズ

農業水産国であり、肉・

魚・野菜等を多く輸出し

ているため、輸出向けを

中心に冷蔵冷凍装置の

整備あり。また、コールド

チェーンの国内需要の拡

大もあり、普及拡大が見

受けられる

タイ同様、農業水産国

であり、魚・野菜等を多

く輸出しており、輸出向

けを中心に冷蔵冷凍装

置の整備あり。国内需

要向けコールドチェーン拡

大のニーズもあるが、タイ

と比べると差がある

農業水産国であるが、

大部分は自国内で消費

され、油・魚の一部が輸

出されている。魚の輸出

額は多いが、冷蔵冷凍

食品の消費規模は小さ

く、また電気の不安定さ

から国内コールドチェーン

の規模は現状限られる。

政策

動向

コールドチェーン普及は重

要課題であるが、HCFC

及びHCFC を利用した

機器の輸入・製造禁止

やHCFC段階的削減プロ

グラム等の規制あり

コールドチェーン普及は重

要課題であるが、特定の

フロン系物質の輸出入・

生産・利用の禁止やロー

ドマップに応じた段階的

廃止に係る規制あり

コールドチェーン普及は重

要課題であるが、HCFC

の輸入禁止やHCFC含

むフロン類を用いた製品

の輸入禁止等の規制あ

り

凡例：■優位 ■劣位
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本章では、ヒートポンプ及び冷蔵冷凍装置に関わる規格を調査し、日本及び対象国の規格と結びつけ

ることで、対象装置に関するJISやISO、IECでの規定の制定状況及び関連性を整理する

4. 規格制定状況

◼ 調査対象の規格

• ISO、IECが定める規格の内、産業用ヒートポンプ、産業用冷蔵冷凍装置、または両方に関わるもの・・・(A)

• (A)を参照して作成された各国の規格の産業用ヒートポンプ、産業用冷蔵冷凍装置、または両方に関わるもの

◼ 調査対象とした規格の内容

• 規格を内容で分類*2した基本規格、方法規格、製品規格、マネジメントシステム規格の内、基本規格*1は対象外とし、

方法規格として試験規格、製品規格、製品規格の一部である安全規格、マネジメントシステムとしてメンテナンス等の

プロセス規格を対象とした

• 電気製品や機械の部品に限らず、幅広い製品に適用されるISO9001（品質規格）、ISO14001（環境マネジメン

ト）等のグループ規格は対象外とした

◼ 調査方法

• ISO、JIS、各国の規格に係る政府情報等でキーワード等のデスクトップ調査を行った

• 専門家及びメーカーの担当者へのインタビューで産業用ヒートポンプ或いは産業用冷蔵冷凍装置に関わる規格を補完し

た

注）規格タイトルの中にヒートポンプ、冷蔵冷凍装置の含まれる規格、或いは明確に対象と判断したもの。ヒートポンプ及び冷蔵冷凍装置の両方に関わる規格も複数あるため、一緒に

記載している場合がある。以降の頁で挙げられた規格が全てではない可能性がある。複数の内容を記載する規格はいずれかに分類した

*1: 記号や用語、単位等を規定する

出所）*2: 日本規格協会グループ
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サマリ：ヒートポンプや冷蔵冷凍装置に関する国際規格は多数あるが、実態の商取引で適用される規

格は一部に限られる。日本の規格と国際規格の差異が課題の一因にもなっている

4. 規格制定状況

注）*1:EFTAの現在の加盟国はアイスランド、ノルウェー、スイス、リヒテンシュタインの4ヵ国 *2:インタビューに基づくものであり、法的観点を提供するものではない

世界全体

• ヒートポンプ及び冷蔵冷凍装置に関する規格は多数ある

• その中で特に実態の商取引の中でデファクトとして多く適用される規格もある

日本

• 部品の寸法や圧力容器に関する規格は日本固有のJIS規格があり、国際規格や主流となっている他国規格との相違がある

• ヒートポンプ及び冷蔵冷凍装置の試験方法についての規格も日本固有のJISやJRA規格があり、国際規格との相違がある

• 保守や廃棄などの安全性のためのガイドラインがある

欧州

• 大部分の国際規格（ISO規格）を欧州規格（EN規格）として定める。EN規格はEU加盟国及びEFTA加盟国*1に適用さ

れ、EN規格を自国の国家規格として採用する義務がある

• EU加盟国であるオーストリア、フランス及びEFTA加盟国であるノルウェーはEN規格に従う

• EN規格は任意規格とされるが、実質EN規格を満たさないと販売ができない

アジア

• 国家規格の策定が進められている段階であり、家庭用を中心に国際規格（ISO規格）や欧州規格（EN規格）を参照し

た国家規格が制定されている

• 産業用ヒートポンプ及び冷蔵冷凍装置の強制規格は現時点で存在しておらず*2、適用規格はユーザーに委ねられているか、

規格を考慮しないケースが多い
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本章では、有望国の規格制定状況及び日本の規格の利用状況を踏まえて、日系企業がこれらの国で

事業を行うにあたって一助となるようなルール形成戦略のシナリオを検討した

5. ルール形成戦略・シナリオ

◼ 有望国

• タイ及びベトナム

◼ 検討の方針

• 規格制定状況の調査より、タイ及びベトナムでは、産業用ヒートポンプと冷蔵冷凍装置に関する強制規格はないものの、

国際規格を参照した国家規格の制定がされている状況が明らかになった

• それに対し、日本はJIS規格などの独自の規格に準拠する場合が多い

• 日本規格をベースとして日系企業にとって有利となるルールを考えると共に、タイ及びベトナムにとっての社会課題の解決

に繋がるルール形成を策定することを大方針とする

◼ 検討方法

• 検討の方針に従い、有効と思われるシナリオを挙げた

• 挙げたシナリオをヒートポンプ、冷蔵冷凍装置のそれぞれについてタイ及びベトナムで既に事業を営む日系企業、ベトナム

の関連組織にヒアリングを行いルール形成戦略シナリオに対する意見を収集した

• 以下の点を踏まえ、総合的に有望と思われるシナリオを選定した

1. 社会課題の解決に繋がるか

2. 各国の政策に沿っているか

3. 日系企業にとって事業の後押しになるか

4. 実行は容易か
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日本の規格の制定状況、タイ・ベトナムの規格動向を考慮すると以下5つの戦略が考え得る

5. ルール形成戦略・シナリオ

• JISと現在主流となっている他国の規格

との差異があるため、海外でこれらの規

格が主流となると、部品変更を必要とし、

設計変更、生産ライン変更などを伴う

（価格が10-15%上昇）

製品規格

（部品）

• 自社或いは現地代理店を通して販売す

るが、販売規模が大きくなった際に全土

をカバーしきれない

• 自社の教材で対応しているが、法の動

向を把握しにくい

設置/メン

テナンス要

求

• ヒートポンプ・冷蔵冷凍装置の評価に関

するタイ/ベトナムの国家規格は国際規

格を参照する可能性がある

• 現時点では、産業用では試験は不要で、

エネルギー指標の対象でもないため、問

題とはなっていない。しかし将来的に試

験を求められた際、問題となる可能性

がある

性能評価

規格

現状の日系企業にとっての課題規格の種類

1. JIS規格、冷凍保安規則に従う製品も他国の規格と

同等の性能・安全性であることを認められる制度を設

ける

4. 設置・修理・回収等の国家規格を両国政府と共同で

作成する

5. 技術・サービス担当者向けトレーニングを行い、冷媒の

扱い、安全への認知度の向上及び効率化を図る

2. 両国政府の協力の下、評価方法を策定する

3. JRA規格等日本の基準で行った試験結果も認められ

る制度を設ける

戦略
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燃料を直接燃焼させる燃焼装置が主流のタイ・ベトナムにおいて、ヒートポンプ及び高効率な冷蔵冷凍

装置の導入を推進することは、これらの国におけるエネルギー効率の向上に大きく貢献する

5. ルール形成戦略・シナリオ

ヒートポンプのルール形成によって得られる効果

◼ ヒートポンプは、冷媒を圧縮・膨張させることによって、空気等の熱源から熱をくみ上げ移動させる技術であり、コンプレッ

サーを動かすために投入したエネルギーを上回るエネルギーを出力することができる。現在は100℃以上の高温帯ヒートポン

プは、温度リフトが大きくなるためにエネルギー効率が低くなる課題を抱えているため、特に100度以下の熱供給の場合

には、燃料を直接燃焼させる燃焼装置や電気を直接熱に変える機器をヒートポンプに置き換えることでエネルギー効率の

向上を図ることができる

◼ また、ヒートポンプは熱を移動させるという機能のため、加熱と同時に冷却も行うことができる。加熱用途のみならず、冷

却用途としても使用することで、加熱装置及び冷却装置を個別に使用するよりも高い効率を図ることができる

◼ エネルギー消費量の低減は、エネルギー消費に伴う二酸化炭素排出量の低下に繋がり、燃料を直接燃焼させる燃焼装

置に比べ大きく温暖化防止に貢献する

◼ すなわち、高いエネルギー効率を持つヒートポンプをタイ・ベトナムで普及させることは、これらの国の省エネルギーに貢献す

る

冷蔵冷凍装置のルール形成によって得られる効果

◼ タイ・ベトナムでは、フロン系冷媒やアンモニア冷媒を使用した、効率のあまり高くない冷蔵冷凍装置が多く使用される。

特にオープン型の冷蔵ショーケース等では、適切な技術を用いないことで冷却された空気が漏れ、エネルギー効率の低下

に繋がる可能性がある。日本製の冷蔵冷凍装置は高効率とするためにインバーター圧縮機や断熱強化等の工夫が取ら

れており、エネルギー効率が高いことに特長がある

◼ 高効率の冷蔵冷凍装置をタイ・ベトナムで普及させることは、これらの国の省エネルギーに貢献する
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サマリ：産業用ヒートポンプ及び冷蔵冷凍装置のタイ及びベトナムにおけるルール形成として、(1)日本の

規格と他国規格の互換性の確立、(2)優位性を明確にできる性能評価方法の確立、(3)トレーニングに

よる認知度の向上、を進めることが望ましい

5. ルール形成戦略・シナリオ

◼産業用ヒートポンプ及び冷蔵冷凍装置のタイ及びベトナムにおけるルール形成には、以下のシナリオ1,2,5

を推進していくことが望ましい

⚫ シナリオ1：JIS規格、冷凍保安規則に従う製品も他国規格と同等の性能・安全性であることを認

められる制度を設ける

⚫ シナリオ2：両国政府の協力の下、評価方法を策定する

⚫ シナリオ5：技術・サービス担当者向けトレーニングを行い、冷媒の扱いや、安全への認知度の向上

及び効率化を図る

◼シナリオ1,2,5の推進にあたっては、タイ政府関係者（Ministry of Industry）及びベトナムの規格策定

機関（Ministry of Science and Technology）、実際の規格策定を行うタイ工業製品規格局及び、

ベトナムのDirectorate For Standards, Metrology and Qualityに働きかける

◼また、規格策定や現地のメーカー、施工業者への働きかけのため、現地側の産業団体や現地企業との連

携も視野に入れる












